
「自治体財政健全化法」

平成21年度決算報告

　

市
町
村
の
財
政
状
況
を
分
析
す
る
も
の
に「
経
常
収
支
比
率
」・「
財
政

力
指
数
」・「
実
質
公
債
費
比
率
」な
ど
が
あ
り
ま
す
。

　

本
市
の
21
年
度
決
算
に
基
づ
く
指
標
で
は
、経
常
収
支
比
率
が
前
年
度

に
比
べ
２
・
６
％
上
昇
し
、硬
直
化
が
進
ん
だ
よ
う
に
な
っ
て
い
ま
す
。こ
れ

は
地
方
税
の
減
少
と
扶
助
費
な
ど
の
経
常
経
費
の
増
加
が
大
き
く
影
響
し

て
い
ま
す
。財
政
力
指
数
は
前
年
度
と
同
数
と
な
っ
て
い
ま
す
。実
質
公
債

費
比
率
が
前
年
度
に
比
べ
１
・
２
％
減
少
し
、財
政
状
況
の
改
善
が
う
か
が

え
ま
す
。そ
の
他
の
指
標
を
見
て
も
お
お
む
ね
良
好
な
状
況
に
あ
り
ま
す
。

　この法律は、財政破たん団体が出るのを未然に防ぐた
め、財政の悪化状況を判断する4つの指標により自治体
の財政状況を把握し、これまで対象にしてこなかった特
別会計・公営企業会計などの事業会計や第三セクター
などの不良債務などもチェック対象としたものです。
　自治体財政への監視基準を強化することで、財政危
機の早期発見と健全化を促して、住民生活への影響を

最小限にすることを狙っています。4つの指標のうち1つ
でも基準を超えると「早期健全化団体」として改善努力を
促し、さらに悪化すれば「財政再生団体」に転落し、自治
権が制約され国が財政運営に関与することになります。
　平成21年度決算に基づく本市の4つの指標は、早期
健全化基準を満たしています。

　市の借金である市債の平成21年度期末残高

は一般会計、特別会計、公営企業会計合わせて

290億8,450万5千円、前年度に比べ7億6,538

万円（2.6%）減少しています。要因は、市債を繰

上償還したためです。市債残高を市民一人当た

りに換算すると53万197円になります。

　一般会計の市債残高は159億738万6千円、

前年度に比べ3億549万7千円（1.9%）減少して

います。主に繰上償還したことや経済対策による

交付金事業により、合併特例事業債の借入額が

昨年に比べ減少したことが要因です。合併特例事

業債は、合併後10カ年度に渡って借入できる市

債です。

　次に、市の貯金にあたる平成21年度一般会計

の基金は、期末残高40億9,523万4千円、前年度

と比べ3,901万6千円（1.0%）増えています。こ

れを市民一人当たりに換算すると7万4,654円に

なります。

　基金は、財政調整基金、減債基金、特定目的基

金に分けられます。財政調整基金は突発的な災害

や緊急を要する経費に備えるために設置される

もので、財源不足時に取り崩すなど調整的な役割

も果たします。減債基金は、市債の償還の増加に

備えるために設置されるものです。特定目的基金

は、その使途が特定の目的のために積み立てるよ

うに設置されたもので、市にはふるさと創生基金、

公共施設整備基金、地域福祉基金、水と土保全基

金の4つがあります。このほかに定額運用基金の

土地開発基金があります。

指
標
で
見
る
財
政
状
況
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見
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経
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収
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率

　

�　

人
件
費
・
扶
助
費
・
公
債
費
な
ど
の
義
務
的
性
格
の

経
常
的
経
費
に
地
方
税
・
地
方
交
付
税
な
ど
を
中
心
と

す
る
経
常
一
般
財
源
が
ど
の
程
度
充
当
さ
れ
て
い
る
か

を
見
る
こ
と
で
、そ
の
団
体
の
財
政
構
造
の
弾
力
性
を

判
断
す
る
た
め
の
指
標
と
し
て
用
い
ら
れ
ま
す
。数
値

が
高
い
ほ
ど
財
政
の
硬
直
化
が
進
ん
で
い
る
と
い
う
こ

と
に
な
り
ま
す
。
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財
政
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標
準
的
な
行
政
活
動
を
行
な
う
た
め
に
必
要
な
一

般
財
源
に
対
す
る
税
収
入
の
割
合
に
よ
っ
て
示
さ
れ
る

指
標
で
す
。１
に
近
い
ほ
ど
財
政
基
盤
が
強
い
と
い
う

こ
と
に
な
り
ま
す
。
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公
債
費
に
か
か
る
財
政
状
況
を
見
る
指
標
で
す
。従

来
か
ら
用
い
て
き
た「
起
債
制
限
比
率
」に
公
営
企
業

の
元
利
償
還
に
か
か
る
一
般
会
計
か
ら
の
繰
り
出
し
を

加
え
る
な
ど
、よ
り
厳
格
化
・
透
明
化
の
観
点
か
ら
見

直
さ
れ
た
も
の
で
す
。�

18
％
以
上
の
団
体
は
、地
方
債

協
議
制
の
中
で
あ
っ
て
も
、地
方
債
の
発
行
に
許
可
が

必
要
に
な
り
ま
す
。
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ま
た
、こ
の
指
標
は「
自
治
体
健
全
化
法
」の
４
つ
の

指
標
の
１
つ
に
挙
げ
ら
れ
、重
要
な
指
標
と
な
っ
て
い

ま
す
。

年度 18年度 19年度 20年度 21年度 県内14市中
の順位※

経常収支比率 92.0% 87.4% 93.2% 95.8% 12

財政力指数 0.61 0.65 0.72 0.72 1

実質公債費比率 14.7% 15.0% 14.7% 13.5% 6

※�この順位については、Ｈ21.9.1現在の値に基づくものであり、数値の変動により変わる場合があります。

区分

年度
18年度 19年度 20年度 21年度

前年度比 市民1人 
当たり増減額 増減率

市債残高（全会計） 308億2,207万円 303億2,269万4千円 298億4,988万5千円 290億8,450万5千円 △7億6,538万円 △2.6％ 53万197円

一般
会計

市債残高 157億6,755万6千円 159億6,854万1千円 162億1,288万3千円 159億738万6千円 △3億549万7千円 △1.9％ 28万9,984円

基金残高 27億9,789万2千円 32億1,541万4千円 40億5,621万8千円 40億9,523万4千円 3,901万6千円 1.0% 7万4,654円

平成２２年３月末住民基本台帳人口　54,856人

区分

健全な財政運営を目指して

区分
指標

早期健全化基準 財政再生基準
１９年度 20年度 ２１年度

実質赤字比率 黒字のため「なし」 黒字のため「なし」 黒字のため「なし」 13.24％以上 20％以上

連結実質赤字比率 黒字のため「なし」 黒字のため「なし」 黒字のため「なし」 18.24％以上 40％以上

実質公債費比率 15.0％ 14.7％ 13.5％ 25％以上 35％以上

将来負担比率 82.4% 71.5% 61.4% 350％以上

公営企業会計の 
資金不足比率

資金不足がない�
ため「なし」

資金不足がない�
ため「なし」

資金不足がない
ため「なし」 経営健全化基準20％以上

■実 質 赤 字 比 率…�一般会計などの赤字の程度を指標化して、財政運営の悪化の度合いを示すもの。

■連結実質赤字比率…�すべての会計の赤字や黒字を合算し、市全体の赤字を指標化して、財政運営の悪化の
度合いを示すもの。

■実 質 公 債 費 比 率…�借入金の返済額とこれに準ずる額の大きさを指標化して、資金繰りの危険度を示すもの。

■将 来 負 担 比 率…�市の一般会計の借入金や将来支払っていく可能性がある負担などで、現時点での残高
を指標化して、将来財政を圧迫する可能性の度合いを示すもの。

■資 金 不 足 比 率…�企業会計の経営状況の悪化の度合いを示すもの。

■本市の指標をグラフで見てみましょう は、本市の数値
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